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原　著

「武道」領域における系統学習の導入政策
―体育科教育をめぐる政策アクターの分析を視点に―
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Policy to Introduce Systematic Leaning of “Budo” Analysis 
from the Perspective of Physical Education Policy Stakeholders.

Hiroki Kurosawa1, Katsuhiko Yokoyama2

　In Japanese school education, “Budo” is instructed. Especially in junior high school, “Budo” became compulsory 
in 2012 for all students. However, “Budo” is not integrated into learning from elementary school.
　In this study, we interviewed teachers and completed a literature review. In addition to these results we also 
analyzed opinions of policy stakeholders from the Ministry of Education’s Physical Education Department. We then 
proposed a policy on “Budo” learning from elementary school.
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　現在，我が国の学校教育では「武道」が 1つの領域として設定されている．特に中学校では，平成 24年に「武
道」が必修となり男女とも全ての生徒が学習することとなった．
　しかし，他の領域と比較すると「武道」は小学校からの系統学習がなされていない．そこで，本研究では，
文献調査と現職教員への聞き取り調査をもとにして，「武道」の現状を明らかにした．そして，その結果をもと
に，体育科教育をめぐる政策アクターの分析を行い，小学校における「武道」学習についての政策を提言した．

【キーワード】武道，系統学習，体育科教育，政策アクター
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Ⅰ．はじめに

　本論の目的は，「武道」領域に小学校から高等学校
までの系統学習 1）を導入するための政策提言を行う
ことである．現在，中学校及び高等学校においては体
育科教育の 1領域として「武道」が設定されている．
特に中学校においては，平成 18年の教育基本法改正
を受け，平成 20年に学校教育法施行規則と中学校学
習指導要領が大幅に改正されたことによって「武道」
が必修化となった．その結果，これまで中学校では選
択領域であった「武道」（柔道・剣道・相撲）を，男
女ともすべての中学生が学習することとなった．必修

化の理由は，大きく分けて次の 2点である．1つ目は，
教育基本法の中で「伝統と文化の尊重」が強調された
ことによるものである．2つ目は，学習指導要領の課
題が，全ての生徒に運動の基礎的・基本的な知識・技
能を習得させることにあるからである．
　しかし，なぜ「武道」領域はこれまで選択科目であっ
たのか，そして他の領域と異なりなぜ中学校から学習
を始めなければならないのかについては，未だ十分な
考察がなされていない．「武道」は柔道で事故が多発
していることから，危険な種目として認識されている
が，体育科教育の 1領域としてどのようなことを身に
付けることができるのか，他の領域と比較して「武道」
にはどのような特長があるのかについて明らかにされ
なければならないのである．
　これまでの学校教育と「武道」に関する研究では，
戦後の学習指導要領における「武道」領域の変遷につ
いて明らかにしたもの（斎藤 1989），学校教育におけ
る「武道」領域の「推進策」について焦点を当てて研

1）「系統学習とは，学習内容を段階的に配置し順序立てて生
徒に学習させる指導方式のことである．系統学習では，生徒
はまず基礎的な内容から学習を始め，そしてそれを徐々に応
用的な内容に発展させていく．教育課程の基準である学習指
導要領も，基本的には系統学習の考え方に基づいて編成され
ている」早坂（2012）
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究したもの（斎藤 1994），明治期の学制発布から現在
に至るまでの「武道」と学校教育の関係について分析
したもの（蘆・長見 2014）などが挙げられる．これ
らの一連の研究からは，「武道」領域の歴史的変遷や
学校教育との関係性については明らかにされている．
しかし，「武道」領域の系統学習や，政策決定に関わ
る「政策アクター」については，研究の対象とされて
いない．
　本論では，以上のような問題意識のもとに「武道」
領域における系統学習の導入について政策提言を行う
ことを目的とする．そのために，なぜ「武道」はこれ
まで他の領域と比較して，特別な扱いをされてきたの
かについて歴史的な経緯から明らかにする．次に現職
の教員への聞き取り調査を実施する．そして，それら
の調査結果をもとに系統学習導入の学習モデルを提示

する．最後に，政策実現に必要な体育科教育に関わる
「政策アクター」の分析を行う．なお，本論では「武道」
の中でも多くの中学校で採用されている代表的な種目
である柔道を主な研究対象として議論を進める．

Ⅱ．我が国における「武道」の現状

1．学習指導要領変遷における「武道」領域
　戦後の武道教育は，年表１に示したように GHQ（連
合国軍総司令部）による「学校武道禁止」の期間，「格
技」領域の期間，そして「武道」の期間の大きく 3つ
に分類される．
　戦前，「武道」は師範学校や中等学校の男子の正課
科目として取り扱われていた．その後，戦争が激化す
るとともに，国民学校においても体錬科の中に体操と

井上（1970）・斎藤（1994）を元に項目を追加して筆者作成

「学校武道禁止」の期間

昭和 20年　「終戦に伴う体練科教授要項（目）の取り扱いに関する件」
　　　　　　　学校における武道が禁止となる．

昭和 25年　「学校における柔道の実施について」（文初中 500号）
　　　　　　　中学校以上の学校体育教育の教材として柔道が示される．

昭和 26年　「中学校・高等学校学習指導要領保健体育科体育編」
　　　　　　　中・高とも男子について柔道が選択教材として示される．

昭和 27年　「学校におけるしない競技の実施について」（文初中 289号）
　　　　　　　中学校以上の体育の教材として「しない競技」が示される．

昭和 28年　「学校における剣道の実施について」（文初中代 385号）
　　　　　　　高等学校以上の実施可能な学校においては剣道が教材として示される．

「格技」領域の期間

昭和 33年 10月告示　格技（男子のみ）【すもう・柔道・剣道】各学年いずれか１種目を指導する．

昭和 44年 4月告示　格技（男子）【すもう・柔道・剣道】各学年いずれか１種目を指導する．

昭和 52年 7月告示　格技（主として男子に履修させるものとし，１種目選んで指導する．）

　　　　　　　　　　【相撲・柔道・剣道】

「武道」領域の期間

平成元年 3月告示　 武道【相撲・柔道・剣道】1学年は武道及びダンスのうちから１つを選択，・2・3学年は
　　　　　　　　　　球技・武道・ダンスのうち 2つを選択する．
平成 10年 12月告示　 武道【相撲・柔道・剣道】1学年は武道及びダンスのうちから１つを選択，・2・3学年は
　　　　　　　　　　球技・武道・ダンスのうち 2つを選択する．
平成 20年 9月告示　武道【相撲・柔道・剣道】1・2学年は男女とも全ての領域を履修させること．
　　　　　　　　　　3学年は球技及び武道から 1つを選択して履修できるようにする．

年表１　戦後の武道教育の歴史的変遷（学習指導要領については中学校）
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ともに「武道」が１つの教科として設置されるように
なった．その理由として井上（1970）は，「武道が重
視された理由は，能力の鍛錬以上に，武道の修練を通
して『伝統的な民族精神』を体得し，国威の宣揚に直
接貢献できると考えたことにある」と述べている．つ
まり，「武道」は戦時下における精神的教育の手段と
された．そして終戦により，GHQ（連合国軍総司令
部）は「武道」をマテリアル・スピリット（Materiar
　Spirit）を助長するものとして，学校教育で行うこ
とを禁止するのである．
　ここから，「学校武道禁止」の期間が始まる．文部
省（当時）は昭和 20年に「終戦に伴う体錬科教授要
項（目）の取り扱いに関する件」を発して，正課授業
はもちろんのこと放課後の運動部活動においても柔道
や剣道などの「武道」を禁止した．
　しかし，各武道関係団体は，武道復活のため日本体
育協会に競技スポーツ団体として加盟するとともに，
文部省（当時）に対して積極的に請願活動を行った．
その結果，文部省は GHQ（連合国軍総司令部）に対
して，柔道を学校体育の 1つのスポーツ教材として設
置することを目的に「柔道実施のお願い」という要請
文書を提出するのである．このような活動により，昭
和 25年に柔道が，昭和 27年に剣道が「しない競技」
として学校教育に復活する運びとなる．
　次は，学習指導要領に「格技」領域と呼称されてい
た期間である．この「格技」という語を用いた理由と
して斉藤（1989）は，「伝統的に使用されてきた『武
道』という用語に代わって，武道の歴史的・社会的背
景を払拭するため柔・剣道の内容を『新しいスポーツ』
『格技形式のスポーツ』あるいは『格技系統の対人ス
ポーツ』と規定し，『格技』という用語が適用された」
と分析する．つまり，学習指導要領における精神的教
育の概念を持つ「武道」とは異なる「民主的スポーツ」
として，体育科教育の 1領域に位置付けられたのであ
る．

　最後には，「武道」への名称変更及び必修化までの
期間である．昭和 40年頃から，各武道関係団体を中
心に，「格技」から「武道」への名称変更の動きが起
こってきた．とりわけ昭和 39年に設立された日本武
道館が，その中心的な役割を果たすことになる．日本
武道館設立は，当初より「武道の振興」「武道の学校
必修正科（原文ママ）」を目的としており，これ以降，
武道関係団体を代表して国や文部省（当時）に請願活
動を積極的に行うようになっていく．そして，中村
（2007）が，「昭和 61年の臨時教育審議会の第二次答
申と，この答申を受けた教育課程審議会が『我が国の
文化と伝統』に対する関心や理解を深めることを目的
とした教育改革により，平成元年の学習指導要領の改
定時に「武道」への名称変更がなされた」と指摘する
ような社会的要請もあり，平成元年に学習指導要領に
おいて「格技」から「武道」へと名称変更が行われた
のである．さらには，男女共習や平成 24年の中学校「武
道」必修化が実施されるのである．
　以上，戦後の学習指導要領をもとに「武道」の取り
扱いについて概観した．「武道」はこのような複雑な
背景により，体育科教育の中でも他の領域と比較して
専門的な領域であり，「我が国の文化と伝統」を理解
するため精神的教育を行う全く別物の領域という概念
が体育関係者の間に存在することとなったのである．

2．現行学習指導要領における「武道」領域
　平成 24年の武道必修化の目的として「全ての生徒
に運動の基礎的・基本的な知識・技能を習得させるこ
と」が挙げられる．文部科学省（2008）は中学校第 1・
2学年の時期は「多くの領域の学習を経験する時期」
として位置付けていることが必修化の根拠となってい
る．表 1は，文部科学省（2008）をもとに現行の指
導要領における体育科教育のカリキュラム構成をまと
めたものである．
　表１からは，文部科学省が学校段階の接続と発達段

小学校（低学年） 小学校（高学年） 中学校 高等学校

体つくり運動 体つくり運動 体つくり運動 体つくり運動

器械・器具遊び 器械運動 器械運動 器械運動

走・跳の運動遊び 陸上運動 陸上運動 陸上運動

水遊び 水泳 水泳 水泳

表現リズム遊び 表現運動 ダンス ダンス

ゲーム ボール運動 球技 球技

武道 武道

文部科学省（2008）をもとに筆者作成

表１　体育科（実技を伴う）各領域の指導内容



12 Doshisha Journal of Health & Sports Science

階に応じた知識や技能の体系化を図ろうとしているこ
とが見て取れる．
　しかしながら，「武道」領域に関しては次の 2つの
問題が指摘できる．1つ目は，小学校からの系統学習
がなされていないことである．他の領域は，小学校低
学年での運動遊びを通じて各運動の基本学習がなされ
ているが，「武道」に関してはそのような学習がなさ
れていない．2つ目は，「武道」の学習期間が短いこ
とである．義務教育段階だけで見ると，他の領域が 9
年間で学習する内容を中学校の 3年間で習得しなけれ
ばならない．このことによって，「武道」では小学校
で基本学習ができていない状態で，中学校の学習に取
り組まなければならない．そして，さらにその短い学
習時間の中で多くの技能を習得しなければならないと
いう課題が生起するのである．その結果，受け身など
の基本動作ができていない状態で自由練習や試合が行
われ，骨折や捻挫などの事故が起こっていると考えら
れる．
　事実，静岡県教育委員会（2012）は，学習指導要
領解説に例示されている投げ技「大外刈り」を頭部外
傷の事故が予想されるとして取り扱わないこととし，
試合については，「投げ技を用いた試合（ごく簡易な
試合を含む）」は実施しないとの方針を打ち出した．
　このような事例から，「武道」領域のカリキュラム
構成には指導内容と時間数の間に大きな隔たりがある
とともに，系統学習がなされていないという点につい
ては大きな瑕疵があるとも考えられる．

3．武道関係諸団体「政策アクター」の活動
　ここでは，このような「武道」の政策決定に影響を
与えている武道関係諸団体の活動について検討する．
岡田・松田（2009）によれば，「政策を形成する過程
には，政党や官僚だけでなく，特定の政策テーマの法
制化や予算化を目指す議員連盟や，一定の価値を推進
するための利益集団などが影響を与えている」とし，
それらは「政策アクター」と呼ばれる．それに依拠す
れば，「武道」に関する主な「政策アクター」は，日
本武道館，武道振興協議会，武道議員連盟の 3つの組
織が該当すると考えられる．年表 2は，「武道」に関
係する「政策アクター」の主な活動と国・文部科学省
の取り組みをまとめたものである．
　前述のように，日本武道館の設立目的の１つは「武
道の学校正科（原文ママ）必修」である．設立当時，
「格技」として学校体育に取り入れられていた「武道」
には，戦前の柔道・剣道の教員免許が失効となってい
たために，指導者の不足，施設設備の不足などがあっ
た．そのため，日本武道館を中心とした武道関係諸団
体が，指導者の養成を含む武道振興の方策を国に対し

て請願するのである．その結果，昭和 39年には「教
職員免許法の一部を改正する法律」が制定され，高等
学校教員の柔道と剣道の教員免許が取得できるように
なる．また，昭和 40年には日本体育大学に武道学科が，
昭和 42年には東京教育大学（当時）にも武道学科が
設置され，「武道」の専門指導者が養成されることに
なったのである．昭和 43年には，日本武道学会が設
立され，「武道」に関する研究が蓄積されることとなっ
たのである．
　日本武道協議会は，昭和 52年設立の日本体育協会
加盟 9武道団体 2）と日本武道館により構成され，「武
道振興について政府，関係機関への建議」を目的とし
た団体である．その後，この団体は昭和 62年に「武
道憲章」を制定し，「格技」から「武道」への名称変
更や武道必修化に大きな役割を果たした．
　武道議員連盟は，昭和 53年に，学校における柔剣
道を積極的に推進すること，その他広く武道振興のた
めの調査，立案等を行うことを目的として結成された．
そして，翌年の昭和 54年には武道議員連盟の強い要
請を受けた文部省が，「柔・剣道教育推進のための施
策の拡充について」という推進策を作成するのである．
これにより，中学校・高等学校の「武道」に関する①
教育課程，②指導者，③施設・設備の 3項目についての，
昭和 54年度から 56年度までの計画目標が策定され，
実施されるのである．
　このような，「武道」に関係する「政策アクター」
の取り組みについての分析は，以下の 2点である．１
つ目は，他の領域と比し「武道」に関しては，「政策
アクター」のロビー活動が政策形成に大きな影響を与
えている点である．そして，このことを斎藤（1994）
が「『スポーツと武道』の議論にみられる戦前の『武道』
に対する『回帰的現象』と指摘される所以」とするよ
うに，武道教育を国民のコンセンサスを得ることが難
しい，非常にデリケートな存在にするのである．2つ
目は，戦前に１教科として位置付けられていた「武道」
には，柔道・剣道の免許状制度や外部指導者の活用な
どからも分かるように，他の領域と比して専門性が高
い別物という慣習的な考えが存在する点である．
　「武道」は，このような複雑な背景を持つため，他
の領域とは異なるカリキュラムの構成がなされている
と考えられる．

2）9武道団体は「全日本柔道連盟，日本相撲連盟，少林寺拳
法連盟，全日本剣道連盟，全日本空手道連盟，全日本なぎな
た連盟，全日本弓道連盟，合気会，全日本銃剣道連盟」である．
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Ⅲ．調査

　ここでは，「武道」領域の系統学習について提言す
るため，以下の 2つの調査を実施した．1つ目は，小
学校・中学校・高等学校現職教員への聞き取り調査で
ある．調査方法は，平成 28年 7月 10日に開催され
た日本体育科教育学会第 21回大会（於：立命館大学）
におけるラウンドテーブル，「小学校で学ぶべき武道
の学習内容―武道に共通する基礎的な動きとは何か
―」に参加した現職教職員を対象に，まず最初に，現

行の小学校から高校までの体育のカリキュラム構成に
ついて説明を行った．次に，Q1「武道」領域のカリキュ
ラム構成について，Q2小学校における「武道」学習
の内容について，Q3「武道」に共通する基礎的な動き，
の 3つの項目について，意見を聴取した．
　2つ目は，小学校で実施されている「武道」領域の
指導案などの資料調査である．ここでは，表 3に示し
た教育委員会や小学校教諭，大学の研究者による実践
報告などの指導資料をもとに，共通項目や特徴的な記
述についての分析を行った．

井上（1970）・斎藤（1994）を元に項目を追加して筆者作成

武道関係団体の主な取り組み 国・文部科学省（文部省）の取り組み

昭和 39年　日本武道館設立
　 初代会長正力松太郎氏「武道の学校正科必修」を創建の目
的の一つとする．
昭和 40年　日本体育大学「武道学科」設置．
昭和 41年
　 日本武道館正力会長，国会へ「武道の正科必修を小学 4年
生以上及び中・高校に週 1時間以上必修させること」をね
らいとした請願書を提出する．
昭和 42年　東京教育大学「武道学科」設置．
昭和 43年　「日本武道学会」発足．
昭和 52年　「日本武道協議会」発会．

昭和 53年　「武道議員連盟」結成
　 （①学校における柔剣道を積極的に奨励する．②その他広
く武道振興のための調査，立案等を行う．）

昭 和 56年　松前重義日本武道館・日本武道協議会会長が「武
道を中学校・高等学校の必修正課として位置づけること」
等を田中龍夫文部大臣に要請する．

昭 和 61年　日本武道館役員が「「格技」を「武道」へ名称変
更，武道の実施時間数増加」など学校教育での武道推進を
塩川正十郎文部大臣へ陳情する．

昭和 62年　日本武道協議会「武道憲章」制定．

平 成 19年　塩川正十郎日本武道館会長，安倍晋三内閣総理
大臣へ「武道を中学校・高等学校の必修正課として位置づ
けること」を求める請願書を手渡す．

平 成 21年　日本武道協議会「中学校武道必修化各道共通指
導内容」を文部科学省に提出する．

平 成 23年　日本武道館，文部科学省へ「武道及び書写・書
道教育に関する要望書」を提出．中学校武道必修化の成功
を要望する．

昭和 20年　 「終戦に伴う体錬科教授要項（目）の取り扱いに
関する件」（学校武道禁止）

昭和 21年　体練科武道（柔道・剣道）教員免許失効

昭和 39年　「教育職員免許法の一部を改正する法律」
　（高校教員資格試験による柔道・剣道教員免許取得）
昭和 39年　「公立中学校・高等学校の格技場坪数調査」

昭和 41年　「柔・剣道場設置応急 3年計画」

昭 和 54年　「柔剣道教育推進のための施策の拡充について」
（①保健体育の授業で柔・剣道を重視するよう指導を強め
る．②年次計画などで柔・剣道場の整備をはかる．③民間
人を活用しながら指導者を充実する．）

平成元年　中学校・高等学校学習指導要領改訂
　　　　　「格技」から「武道」へ名称変更
平成 18年　教育基本法改正
平成 18年　小学校における武道指導実践事業
　　　　　（平成 22年度まで）
平成 21年　公立中学校武道場整備費補助事業
　　　　　新学習指導要領の円滑な実施のための
　　　　　教材整備事業（武道防具整備など）

平成 24年　 全国の中学校で武道が必修正課として実施され
る．

年表 2　武道に関係する「政策アクター」の主な活動と国・文部科学省の取り組み
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Ⅳ．調査結果及び考察

　聞き取り調査では，共通の回答として「小学校から
中学校への系統的な武道学習が必要ではないか」や「安
全教育の観点から，小学校で『武道』の動きを学習す
る必要がある」があった．また，武道学習については
体育科の「体つくり運動」領域や「総合的な学習の時
間」で指導されている事例が紹介された．さらに，中
学校教員からは「近年，生徒の足首や膝関節，腰の柔
軟性が不足しているので，小学校で蹲踞や四股などの
基本動作を学習する必要がある」や小学校教員からは
「学校生活や体育授業での転倒事故防止のために柔道
の受け身の指導をしている」などの個別の回答もあっ
た．聞き取り調査からは，3つの質問項目に対する現
職教員の意見として，「小学校から中学校への系統的
な『武道』の指導が必要である」ということが明らか
となった．また，小学校における武道学習の内容につ
いては，「転び方や受け身」「蹲踞や四股，体さばきや
すり足」などの基本動作が重要であるということが分
かった．しかし，「武道」領域の柔道・剣道・相撲に

共通する動きについては，今回の聞き取り調査からは
明確な意見を得ることができなかった．
　指導資料の調査では，各資料に次のような共通項目
が見られた．まず，小学校における武道学習では「遊び」
の要素を取り入れていることである．具体的には「相
撲遊び」や「じゅうどうあそび（ママ）」「古武道遊び」
といった指導で，楽しさを味わうことを重視している．
次には，武道の対人競技の特性を活かした指導がなさ
れていることが挙げられる．相手と押し合うことや引
き合うこと，相手に力を伝えたり，力をかわしたりす
る「かけひき」をもとにした攻防を楽しむことが目的
とされている．
　調査全体を通じて，小学校では「武道」の領域が設
定されていないため，「武道」の動きを取り入れた教
材を「体つくり運動」の領域で授業を実施しているこ
とが分かった．また，「武道」特有の礼法については，
過度な精神的教育に偏らず，相手を尊重する態度につ
いての指導に留まっていることが確認できた．
　以上から，これまで中学校と高等学校で体育の領域
として設定されていた「武道」について，系統学習の

実施年度：事例の名称 研究機関名・実施者

平成 20年：「児童一人一人が楽しく学ぶことのできる柔道の授業づくり
　－小学校における柔道導入の方法を中心として－」

岡田小学校
常総市教育委員会

平成 22年：「児童一人　一人が楽しみながら取り組む柔道指導の在り方
　－基礎・基本を重視した指導を通して－」

鉾田市立諏訪小学校
鉾田市教育委員会

平成 22年：「小学校体育における「古武術あそび」を用いた
　「体ほぐしの運動」の試み」

兵庫教育大学大学院
福本　真砂理

平成 28年：「小学校体育授業における武道の動きを取り入れた教材開発」 大阪教育大学附属池田小学校　
金森昭憲他

筆者作成

表 3　小学校における武道指導の実践事例

（平成 28年 7月 9日　於：立命館大学衣笠キャンパス以外館）

参加者 都道府県 校種

A教諭 京都府 高等学校

B教諭 京都府 中学校

C教諭 兵庫県 小学校

D教諭 兵庫県 中学校

E教諭 滋賀県 小学校

F教諭 滋賀県 中学校

G教諭 和歌山県 小学校

（その他，大学の研究者 4名，大学院生 4名の参加があった）　筆者作成

表 2　日本体育科教育学会第 21回大会ラウンドテーブルの調査概要
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視点から小学校体育の 1領域として設定することを政
策提言する．具体的には，小学校段階で武道に関する
遊びと，基本となる動きを学習するのである．これに
ついては，次項で検討する．

Ⅴ．系統学習の視点からの政策提言

1．体育科教育モデルによる「武道」学習の必要性に
ついて

　ここでは，これまで中学校と高等学校で体育の領域
として設定されていた「武道」を，系統学習の視点か
ら，小学校体育の 1領域として設定するための政策を
提言する．その前に，我が国の教育課程の決定方法に
ついて説明する．本村（2016）によれば，文部科学
大臣は，国内外の社会状況の変化などをもとに教育課
程の見直しを中央教育審議会（以下，中教審）に要請
及び諮問する．中教審は初等中等教育分科会内に教育
課程部会を設け，各校種ごとの議論を重ねる．次期学
習指導要領の体育については，「体育・保健体育，健康，
安全ワーキンググループ」において検討が重ねられて
いる．その後，教育課程部会で再度審議され，中教審
総会で審議され，まとまったものを文部科学大臣に提
出する．これら一連の審議には，学校現場の教員，教
育行政担当者，有識者，職員団体の代表，民間企業，
地域や保護者の代表で構成され，各界の意見が集約さ
れる．このような審議過程により，体育の領域設定に
関しても，幅広い見地から検討され，特定の考えや理
論のみによって決められるわけではない．
　しかし，北川（2003）は，これまでの我が国の運

動領域構成には，運動から期待される効果に着目した
「効果的特性」，楽しむことや競争するなどの運動の機
能に着目した「構造的特性」，そして，人々が運動や
スポーツにどのような欲求や必要性を持っているかを
重視した「機能的特性」の 3つの理論の影響があると
分析する．本論で提言する小学校体育の「武道」領域
においては，このような特性を前提としながらも，試
験的に新しい概念を取り入れることとする．
　そこで，小学校体育「武道」の特長を最も効果的に
学習できるモデルとして，森（2003）や和田・近藤
（2015）が，「我が国の体育授業に示唆を与えるもの」
として高く評価している，米国の Siedentop（2000）
の示す 4つのモデルに依拠し検討を試みる．
　1つ目は「スポーツ教育」モデルである．このモデ
ルは「生涯スポーツを志向し，その本来的意味でスポー
ツに固有の内在的価値を追求しようとするもの」あり，
長期間に単元を設定し，技術や戦術，ルール・規範な
どを学習することによって，教養あるスポーツ人を育
成することを目的としている．「武道」の学習を小学
校から高等学校までという長期間に単元を設定し，「武
道」の礼法や所作などを学ぶことは歴史や文化の理解
に繋がる．柔道を例にすれば，創始者である嘉納治五
郎の考え方やオリンピックとの関係性などを学ぶこと
で，国際理解や異文化理解という点においても効果的
である．
 　2つ目は「運動教育」モデルである．このモデルは，
米国の小学校で活発に実践されているモデルである．
具体的には，A移動する技能（歩，走，ホップ，スキッ
プ，ギャロップなど），B移動を伴わない技能（ターン，

図 1　シーデントップの体育科教育モデル

Siedentop（2000）をもとに筆者作成
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捻る，バランス，体重移動，ストレッチなど），Cも
のを操作する技能（投げる，捕る，蹴る，打つなど）を，
①空間の知覚，②体の動き，③関係性という 3つの概
念から捉え，これらの技能の定着を図る学習プログラ
ムである．「武道」に当てはめると，Aは「すり足や
歩み足」，Bは「体さばきや受け身」，Cは「技の攻防
など」の技能となる．その上，他の領域では経験する
ことの無い，素足での運動や道着を着用しての動作な
ど，「武道」の特性を効果的に学習することができる
と考えられる．
　3つ目は，「フィットネス教育」モデルである．こ
のモデルは「快適に日常生活を送ることのできる身体
的状態」，つまり「健康関連型体力」の向上を目的と
する．近年，生活様式の西洋化が進み，児童・生徒の
体力や柔軟性の低下が危惧されている．「武道」では，
伝統的な所作である礼法や正座，蹲踞や四股などの運
動を学習することができることから，日常生活に役立
つような運動能力が身に付くと考えられる．
　4つ目は，「アドベンチャー教育」モデルである．
これは「リスクを受け入れそれに挑戦することによ
り，他者との信頼関係を築きながら，肯定的な自己概
念を目指す」ものである．米国では野外活動や自然体
験を対象としているが，「武道」にも同様の要素があ
る．確かに，前述したように「武道」には怪我や事故
のリスクがあるが，そのリスクマネジメントに配慮し
た上での危険性の受け入れと挑戦は，他者との信頼関
係を築くことになる．アドベンチャー教育モデルの事
例として金森（2016）は，①いざという時にでも足
を止めずに軽快に動く，②いざという時の瞬時の「よ

ける」「かわす」動きの習得，③相手から目を離さず，
相手の動きを読み取る，④大きな声を出すことによる
対人コミュニケーションなど，危機回避のための身体
的技能の習得を目的とした小学校での武道学習を提案
している．
　以上，小学校での武道学習は，4つのモデルのすべ
てに一定の有効性を示していることが明らかとなっ
た．しかし，「武道」を取り巻く複雑な歴史的背景と
政策アクターの影響を考えれば，早急な政策実現は難
しいと考えられる．次項では政策実現までの段階的な
流れについて検討する．

2．小学校での「武道」学習導入に向けての政策提言
　本節では，今までの議論と前節の体育科教育モデル
による分析に基づき，小学校での「武道」学習導入に
向けた段階的な政策提言を行う．ここでは，体育科教
育をめぐる政策アクターについて，加藤（2014）の「ス
ポーツ政策のアクター」に依って表 4のように整理し
た．その上で，橋本（2005）の「政策過程の段階論」
に基づいた提言を示す．この段階には，①イシューの
認識，集約，②課題（アジェンダ設定），③政策生成・
形成，④政策採択・決定（予算化・法案化），⑤政策
執行，⑥政策評価，⑦終結の 7段階であるが，本研究
では政策の提言段階である①から③まで段階について
提案することとする．
　まずは，「短期的な取り組み」として小中学校教員
と大学の研究者の共同研究が必要であろう．ここでは，
これまで研究の対象として軽視されてきた小学校で学
ぶべき「武道」領域の学習内容についての検討である．

政策アクター 主な機能・役割・目的 具体例

政党
○国民・各種団体の持つ意見や利益を，集約し，政策過程に反映させる．
○国民の政治参加，政策論争，利益にならないことも受け入れる，政治教育を行う．

政務調査会（自民党）
スポーツ立国調査会

議員連盟 ○特定の政策テーマの法制化や予算措置を目指す．
スポーツ議員連盟
武道議員連盟

官僚
○専門的知識や情報により，政策を立案に関わる．
○従来の政策の維持に努める．
○予算案の作成．

文部科学省
スポーツ庁

利益集団
○自らの持つ利益を社会全体に広く訴えかける．
○政党の幹部や議員，官僚に働きかける．
○政党が設置する調査会や，行政機関に置かれる審議会に委員を派遣し，意見を述べる．

日本武道館
武道振興協議会
日本武道学会
現職教員

マスメディア
○国民へ情報提供をする．
○世論への影響を与える．

新聞・テレビ
雑誌など

加藤（2014）pp107-116をもとに筆者作成

表 4　体育科教育をめぐる政策アクター
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この取り組みについては，既に筆者らを含む京都・滋
賀の小中学校の教員と大学の研究者らが，体育科教育
や武道教育，スポーツ政策の各専門分野において共同
研究を進めている．そして，その成果は日本体育科教
育学会や日本武道学会，日本体育・スポーツ政策学会
において報告され，具体的な指導プログラムの開発が
進められているのである．ここでは，「利益集団」の
現職教員が研究者と共同で学会などを通じて研究成果
を発表することにより，体育や武道関係者の間に武道
領域の学習内容がイシューとして認識されるようにな
る．
　次に「中期的な取り組み」として，小学校教員によ
る授業実践研究の取り組みが必要であろう．ここで
は，上記で開発された指導プログラムをもとに小学校
の体育授業，中でも「体つくり運動」領域での実践と
効果の検証を行う．表 5はスポーツ庁の「武道の振興
について」の平成 28年度予算額であるが，その多く
は武道場の整備に充当されているが，「指導内容の充
実」の項目における武道等の指導充実に関する事業で
の委託研究などを活用して研究を進めることが必要と
なる．ここでは，「武道」に関する事業や委託研究へ
の取り組みなどを通じて，認識されたイシューが文部
科学省やスポーツ庁の「官僚」や「武道議員連盟」な
どの影響によって政策課題（アジェンダ）として設定
されるのである．
　最後に「長期的な取り組み」として，小学校体育の
1領域として「武道」を位置づけるための研究を蓄積
することである．ここでは，既に小学校で設定されて
いる「体つくり運動」「器械運動」「陸上運動」「水泳」「表
現運動」「ボール運動」と同様に，「武道」の学習内容
や評価の観点などの検討と試行を行う．これらの研究
成果により，具体的な「政策生成・形成」としての小
学校の「武道」領域が形作られる．当然のように「マ
スコミ」などによって，その内容が報道されるであろ
う．そして最終的には，次期学習指導要領改訂に向け
て体育・スポーツ，そして「武道」に関係する学会な
どで研究成果が報告され，政策として決定されること

が期待される．
　しかし，本論で提案する小学校体育での武道学習は，
武道関係諸団体が請願しているような精神教育を目的
とした「武道の教科化」とは異なり，体育科教育の 1
領域の「武道」の系統学習を目的としていることを強
調したい．
　以上，小学校体育での武道学習に向けての段階的な
政策提言を行ったが，橋本（2005）は「イシューの
すべてがアジェンダとして解決されるべき政策課題に
設定されるわけではない」とする．だが，これらの研
究や実践が蓄積され，将来的に政策として実施される
ことになれば，「武道」領域の系統的指導の充実を図
ることができるだけなく，「武道」に関する基礎的な
動作が小学校で身に付くことにより，中学校や高等学
校での事故防止に繋がることも期待できるのである．

Ⅵ．まとめ

　本研究では，我が国の体育科教育の中で，中学校と
高等学校で学習されていた「武道」領域について，系
統学習の視点から小学校での実施について政策提言を
行った．「武道」の歴史的背景や現職教員への聞き取
り調査，さらに小学校で実施されている「武道」の授
業実践などについての資料調査から，小学校での「武
道」学習の必要性が明らかとなった．
　そして，これらの考察結果をもとに Siedentop（2000）
の体育科教育モデルに依拠した「武道」学習について，
段階的な政策提言を行った．これは，今まで実践報告
のみに留まっていた小学校「武道」学習について，系
統学習の視点から政策提言を行ったという点で新規性
を有していると評価できる．今後の課題としては，提
言した政策実現のために，本研究の成果を基盤として
体育科教育と「武道」に関する双方の研究を充実させ
る必要があろう．特に本研究では言及することができ
なかった柔道・剣道・相撲に共通する「運動」や「か
けひき」に関する学習内容はもちろんのこと，指導方
法や評価方法についての実践研究を深めていくことが

28年度予定額　53.9億円

1．武道指導の充実 2．武道団体への支援

⑴武道場の整備
武道場の整備促進を図る
（平成 28年度予定額 47.6億
円）

⑵指導内容の充実
指導者における指導力の向上
を図る
（平成 28年度予定額 5.7億円）

⑶武道関係教材等の充実
中学校における武道防具等の
整備を図る
地方交付税措置

⑴（公財）日本武道館への補
助
日本武道館が実施する各種事
業に対する支援を図る
（平成 28年度予定額 0.6億円）

日本武道館（2016）ｐ 12一部抜粋

表 5　スポーツ庁　「武道の振興について」
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必要であろう．現在，新しい学習指導要領の改訂作業
が進んでいる．この審議内容については，本研究と密
接な関係があることから，審議会やワーキンググルー
プの資料や議事録などを詳細に調査し，政策決定に関
わる「政策アクター」や，「政策ネットワーク」の分
析を行う必要がある．そして，その動向に注目しなが
らも今回の政策提言の実現に向けて研究を続けていき
たい．
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